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厚労省が作成した「体罰に関する指針案」には、「『不快感を引き起こす行為（罰）は、ど

んなに軽いものでも体罰に該当し、法律で禁止される』と書かれ、「愛の鞭ゼロ作戦」には、

「子どもの言い分を気長に聴きましょう。『わがままな子になっては困る』という想いから、

親は指示的に対応してしまうこともありますが・・・」などと書かれていますが、親の「指

示」自体を否定することは、教育の根幹を揺るがしかねません。そういう誤解が広がれば、

教育の混乱、荒廃に拍車をかけることになります。 

それ故に、産経新聞「主張」は、「しつけの放棄につながれば、逆に子供の真っ当な成長

が望めない。適切な指導まで萎縮しないよう、指針案のさらなる検討を求めたい」「だめな

ことはだめだと、体験的に教えねば子供はわからない。会津藩では『ならぬことはならぬも

のです』と厳しく教えた」「羹に懲りて鯰を吹く指針では健全な成長を妨げ、本末転倒とな

らないか」「しつけや指導の重要性についても論議すべきではないか」（12 月 15 日付）と指

摘しているのです。 

ちなみに、政府の「次代を担う青少年について考える有識者会議」報告書（平成 10 年）

は、「３ 今、何をなすべきか」一⑴基本的認識」において次のように指摘しています。 

 

＜”地獄への道「善意」で敷き詰められている。“ 

 子どもたちの間違いを「教育的配慮」という優しさから、あいまいに処理することによ

り、問題を放置し、取り返しのつかないレベルまで増幅させていることはないだろうか。”

まあまあ”で済ませてしまうのは、その時は楽である。子どものことを思い、”悪いことは

悪い”ということをはっきりさせ、真剣に「叱り」、厳しく「罰し」、子どもに「課題を突き

つける」態度が、大人に、さらに社会に求められる。また、子どもにも、悪いことは悪いこ

と自覚させるため、法律によって厳しく処分することも視野に入れる必要があろう。＞ 

 

縦割り行政を排した政府の各省庁の横断的な有識者会議の「基本認識」を変更するのであ

れば、産経新聞の「主張」のように、「しつけや指導の重要性についても論議」を尽くす必

要があります。 

 

ノーベル経済学賞を受賞したシカゴ大学のヘックマン教授は、5 歳までに自制心、忍耐力

などの「非認知能力」を育むことが、高校卒業率、収入、持ち家率、離婚率、犯罪率、生活

保護受給率に関係することを長期追跡調査によって明らかにし、スタンフォード大学のウ

ォルター・ミッシェル教授はマシュマロ実験を同大付属幼稚園で行い、4 歳児までに自制心

を育んだ子とそうでない子の SAT の成績の差は 2400 満点中､210 点だったと報告していま
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す。新学習指導要領・幼稚園教育要領、OECD 保育白書(2015)でも「非認知能力」が重視さ

れていますが、「非認知的能力」を育むためには、しつけや指導も必要不可欠です。 

子供の自制心を育むためには、文科省の「徳育に関する懇談会」(平成 21 年)でお茶の水

女子大学の尾田幸雄教授が強調されたように、「他律によって自律へ」と導く指導が必要不

可欠です。このような「教育」の逆説的な本質を見失ってはなりません。このような観点か

ら「しつけや指導の重要性について議論」を尽くす必要があります。 




